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1．市区町村における
マイナポータルの活用について
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各種ワンストップサービスの展開について

子育てワンストップ ・平成29年7月からサービス検索を開始。

・平成29年10月からマイナンバーカードを活用した署名付き電
子申請を開始。

介護ワンストップ ・平成31年1月にガイドライン公開。
被災者支援ワンストップ ・平成31年3月にガイドライン公開。
障害（児）ワンストップ ・所管省庁においてガイドライン等を検討中。
引越ワンストップ ・所管省庁において検討中。
死亡相続ワンストップ ・令和２年度から順次サービスを開始するとされている。

・市区町村への申請についてマイナポータル（ぴったりサービ
ス）の機能活用を想定。

あらゆる分野におけるワンストップ ・市区町村は、特定分野のワンストップ実現のために行った
（トータル・ワンストップ） システム対応を、あらゆる分野のワンストップで活用できる。

→ マイナポータルで、あらゆる分野の手続の検索・電子申請
を迅速・安価・簡単に実現することが可能。
【先進事例】三条市（スライドP９参照）
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子育てワンストップサービス（ぴったりサービス）の対応状況

※ 「ぴったりサービスの取組状況に関するフォローアップ（第4回）」の回答を集計したもの
※ 各自治体の対応状況は子育てワンストップサービス（ぴったりサービス）トップページにて確認可

・電子申請が可能

市区町村数
(人口

カバー率)

児童手当 保育 ひとり親支援 母子保健

実施済：909団体（71.9%）

～R元年６月末：952団体（74.0％）（予定）

R元年７月以降～：1,329団体（91.7％）（予定）

実施済 863団体
(68.3%)

559団体
(38.9%)

315団体
(20.2%)

586団体
(36.8%)

（H31.3.31時点）

・インターネットで手続の検索・比較が可能（一部は様式の印刷まで可能） （H31.３.31時点）

市区町村数
(人口

カバー率)

児童手当 保育 ひとり親支援 母子保健

1,551団体(98.4%)

1,542団体 1,505団体 1,466団体 1,486団体
(98.2%) (95.5%) (94.4%) (94.2%)
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※「ぴったりサービスの取組状況に関するフォローアップ（第4回）」の回答を集計したもの
・対応率：各都道府県の域内の団体数に対する対応団体数の割合 ・人口カバー率：都道府県の人口に対する対応団体の人口の割合

都道府県別 子育てワンストップ 電子申請対応市区町村数（H31.3.31時点）

No. 都道府県 対応団体数 対応率 人口カバー率
1 北海道 51/179 28.5% 70.3%
2 青森県 14/40 35.0% 74.8%
3 岩手県 14/33 42.4% 46.0%
4 宮城県 17/35 48.6% 77.1%
5 秋田県 24/25 96.0% 99.7%
6 山形県 4/35 11.4% 41.2%
7 福島県 4/59 6.8% 24.6%
8 茨城県 33/44 75.0% 79.9%
9 栃木県 22/25 88.0% 64.7%
10 群馬県 6/35 17.1% 25.5%
11 埼玉県 50/63 79.4% 91.9%
12 千葉県 33/54 61.1% 82.7%
13 東京都 24/62 38.7% 60.4%
14 神奈川県 11/33 33.3% 76.4%
15 新潟県 16/30 53.3% 78.6%
16 富山県 15/15 100.0% 100.0%
17 石川県 13/19 68.4% 79.4%
18 福井県 13/17 76.5% 86.9%
19 山梨県 25/27 92.6% 99.8%
20 長野県 65/77 84.4% 92.8%
21 岐阜県 41/42 97.6% 94.6%
22 静岡県 25/35 71.4% 85.8%
23 愛知県 27/54 50.0% 46.9%
24 三重県 12/29 41.4% 59.4%

No. 都道府県 対応団体数 対応率 人口カバー率
25 滋賀県 8/19 42.1% 34.9%
26 京都府 9/26 34.6% 79.8%
27 大阪府 20/43 46.5% 72.5%
28 兵庫県 25/41 61.0% 76.6%
29 奈良県 19/39 48.7% 86.6%
30 和歌山県 24/30 80.0% 92.8%
31 鳥取県 8/19 42.1% 81.8%
32 島根県 3/19 15.8% 60.5%
33 岡山県 11/27 40.7% 73.4%
34 広島県 11/23 47.8% 83.4%
35 山口県 8/19 42.1% 40.4%
36 徳島県 22/24 91.7% 96.8%
37 香川県 11/17 64.7% 91.5%
38 愛媛県 14/20 70.0% 82.3%
39 高知県 3/34 8.8% 49.2%
40 福岡県 49/60 81.7% 84.8%
41 佐賀県 6/20 30.0% 49.6%
42 長崎県 4/21 19.0% 36.8%
43 熊本県 20/45 44.4% 80.6%
44 大分県 16/18 88.9% 91.9%
45 宮崎県 10/26 38.5% 73.7%
46 鹿児島県 43/43 100.0% 100.0%
47 沖縄県 6/41 14.6% 29.7%

・色かけは、対応率、人口カバー率ともに５０％未満
の都道府県（１０団体）
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北海道～三重

		No.		都道府県 トドウフケン		対応団体数 タイオウ ダンタイ スウ		対応率 タイオウ リツ		人口カバー率 ジンコウ リツ

		1		北海道 ホッカイドウ		51/179		28.5%		70.3%

		2		青森県 アオモリケン		14/40		35.0%		74.8%

		3		岩手県 イワテケン		14/33		42.4%		46.0%

		4		宮城県 ミヤギケン		17/35		48.6%		77.1%

		5		秋田県 アキタケン		24/25		96.0%		99.7%

		6		山形県 ヤマガタケン		4/35		11.4%		41.2%

		7		福島県 フクシマケン		4/59		6.8%		24.6%

		8		茨城県 イバラキケン		33/44		75.0%		79.9%

		9		栃木県 トチギケン		22/25		88.0%		64.7%

		10		群馬県 グンマケン		6/35		17.1%		25.5%

		11		埼玉県 サイタマケン		50/63		79.4%		91.9%

		12		千葉県 チバケン		33/54		61.1%		82.7%

		13		東京都 トウキョウト		24/62		38.7%		60.4%

		14		神奈川県 カナガワケン		11/33		33.3%		76.4%

		15		新潟県 ニイガタケン		16/30		53.3%		78.6%

		16		富山県 トヤマケン		15/15		100.0%		100.0%

		17		石川県 イシカワケン		13/19		68.4%		79.4%

		18		福井県 フクイケン		13/17		76.5%		86.9%

		19		山梨県 ヤマナシケン		25/27		92.6%		99.8%

		20		長野県 ナガノケン		65/77		84.4%		92.8%

		21		岐阜県 ギフケン		41/42		97.6%		94.6%

		22		静岡県 シズオカケン		25/35		71.4%		85.8%

		23		愛知県 アイチケン		27/54		50.0%		46.9%

		24		三重県 ミエケン		12/29		41.4%		59.4%






三重～沖縄

		No.		都道府県 トドウフケン		対応団体数 タイオウ ダンタイ スウ		対応率 タイオウ リツ		人口カバー率 ジンコウ リツ

		25		滋賀県 シガケン		8/19		42.1%		34.9%

		26		京都府 キョウトフ		9/26		34.6%		79.8%

		27		大阪府 オオサカフ		20/43		46.5%		72.5%

		28		兵庫県 ヒョウゴケン		25/41		61.0%		76.6%

		29		奈良県 ナラ ケン		19/39		48.7%		86.6%

		30		和歌山県 ワカヤマケン		24/30		80.0%		92.8%

		31		鳥取県 トットリケン		8/19		42.1%		81.8%

		32		島根県 シマネケン		3/19		15.8%		60.5%

		33		岡山県 オカヤマケン		11/27		40.7%		73.4%

		34		広島県 ヒロシマケン		11/23		47.8%		83.4%

		35		山口県 ヤマグチケン		8/19		42.1%		40.4%

		36		徳島県 トクシマケン		22/24		91.7%		96.8%

		37		香川県 カガワケン		11/17		64.7%		91.5%

		38		愛媛県 エヒメケン		14/20		70.0%		82.3%

		39		高知県 コウチケン		3/34		8.8%		49.2%

		40		福岡県 フクオカケン		49/60		81.7%		84.8%

		41		佐賀県 サガケン		6/20		30.0%		49.6%

		42		長崎県 ナガサキケン		4/21		19.0%		36.8%

		43		熊本県 クマモトケン		20/45		44.4%		80.6%

		44		大分県 オオイタケン		16/18		88.9%		91.9%

		45		宮崎県 ミヤザキケン		10/26		38.5%		73.7%

		46		鹿児島県 カゴシマケン		43/43		100.0%		100.0%

		47		沖縄県 オキナワケン		6/41		14.6%		29.7%







介護ワンストップサービスの実現について

概 要
マイナポータル（ぴったりサービス）における子育てワンストップサービスに続く

第２弾として、市区町村と連携して実現する。
※ 平成31年１月に「介護ワンストップサービス実現に向けた地方公共団体向けガイド
ライン」公開。（ぴったりサービスにログイン後、「利用ガイド」タブから閲覧・ダウンロードすることが可能）

対象手続

５

区分 介護ワンストップサービスで提供する手続名称

要介護・要支援 認定申請
要介護・要支援認定の申請
要介護・要支援更新認定の申請
要介護・要支援状態区分変更認定の申請

居宅（介護予防）サービス計画作成（変更）依頼の届出 居宅（介護予防）サービス計画作成（変更）依頼の届出
負担割合証の再交付申請 介護保険負担割合証の再交付申請
被保険者証の再交付申請 被保険者証の再交付申請
高額介護（予防）サービス費の支給申請 高額介護（予防）サービス費の支給申請
介護保険負担限度額認定申請 介護保険負担限度額認定申請
居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の支給申請 居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の支給申請
居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給申請 居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給申請
住所移転後の要介護・要支援認定申請 住所移転後の要介護・要支援認定申請



被災者支援ワンストップサービスの実現について

概 要
マイナポータル（ぴったりサービス）における子育て・介護ワンストップサービスに

続く第３弾として、市区町村と連携して実現する。
※ 平成31年３月に「被災者支援制度におけるマイナポータルの活用に関するガイドラ
イン」公開。（ぴったりサービスにログイン後、「利用ガイド」タブから閲覧・ダウンロードすることが可能）

対象手続

区分 被災者支援ワンストップサービスで提供する手続名称

災害対策基本法 罹災証明書の発行申請

災害救助法

応急仮設住宅の入居申請

応急修理の実施申請

障害物除去の実施申請

災害弔慰金の支給に関する法律

災害弔慰金の支給申請

災害障害見舞金の支給申請

災害援護資金の貸付申請

６



 ①他制度でワンストップサービスを導入していない自治体に対するイニシャルコストや、②介護の既存システム改
修（マイナポータルに入力された申請データを自治体の既存システムへ格納・反映する機能を整備する）コストへ
の支援を実施。

平成３０年度第２次補正予算で措置された、「介護ワンストップサービスの実現に向けた取組に係る

支援措置」については、当該支援措置を活用して介護ワンストップサービスの基盤としてマイナポー

タルとの接続を実現すれば、当該基盤は、介護ワンストップだけではなく、子育て等の他のワンスト

ップサービスの基盤としても活用できます。

マイナポータル

ＬＧＷＡＮ（※）端末

既存システム

 ＬＧＷＡＮ端末に送付されたオンライン申請を既存システムに手入力せず、電子
ファイルでの取込を可能とする省力化を実現するために、既存システムの改修が必要

ＬＧＷＡＮ サービス事業者等新規検討

既存システム

ＬＧＷＡＮ（※）端末

① 他制度でワンストッ
プサービスを導入し
ていない自治体追加
負担分

② 介護の既存システ
ムの改修

利用者 オンライン申請

※総合行政ネットワーク（Local Government Wide Area Network）。地方公共団体間のコミュニケーションの円滑化
と情報の共有による情報の高度利用を図ることを目的として構築された、行政機関専用のコンピュータネットワーク。

市町村
（実施主体）

介護ワンストップサービスの実現に向けた取組に係る支援措置

①と②を支援
（補助率1/2）

７

介護・子育て等ワンストップサービスの実現に向けた積極的な取組について

また、コンビニ交付参加団体は、コンビニ交付基盤を利用して、マイポータルとの接続を実現することができます。



〇 マイナポータルの「ぴったりサービス」は、子育て・介護・被災者支援の分野に限ら
ず、あらゆる分野の手続のオンライン申請実現に活用できるシステムです。

〇 既に子育て・介護・被災者支援の分野で「ぴったりサービス」の電子申請受付機能を
活用し、オンライン申請を可能としている市区町村においては、その基盤を活用し、ス
ピーディかつ低コストで、他の分野における手続についても、オンライン申請を実現す
ることができます。（次ページの活用事例を参照）

〇 「ぴったりサービス」の電子申請受付機能を活用している市区町村において、様々な
分野の手続のオンライン申請（「トータル・ワンストップ」）を実現するために必要な
作業については、『マイナポータル「ぴったりサービス」を活用した「トータル・ワン
ストップ」の実現について』（※）をご参照ください。

※ ぴったりサービスの自治体向け機能（https://mposs.force.com）にログインし、
トップ画面の「利用ガイド」タブから閲覧・ダウンロードすることが可能です。

「ぴったりサービス」を活用したトータル・ワンストップの実現について

８

https://mposs.force.com/


新潟県三条市 ぴったりサービス利用拡大（平成30年４月～）

引用：http://www.city.sanjo.niigata.jp/joho/page00058.html

マイナポータル・ぴったりサービスの積極的な活用事例

９



「ぴったりサービス」の電子申請受付機能を活用している市区町村向けに、
「申請受付データを、いったん、紙に打ち出して、業務システムに手入力する」のではなく、
「電子データのまま、オンラインや媒体で、業務システムに取り込む」ことができるよう、
内閣府においてガイドライン及びツールを作成・提供しています。積極的にご活用下さい。

A

A

C

EB

❶

ファイル（Excel形式）

職員が手作業で
入力

地方公共団体
業務システム➋ ❸

申請書（紙）

❶

申請受付データの構成

をいったん印刷
して紙にする

又は を連携ツールで
簡単にExcel形式に

電子データのまま
投入

➋ ❸

地方公共団体
業務システム

➋ ❸

10

こ
れ
ま
で

申請受付後のバックヤード業務のデジタル化

こ
れ
か
ら

オンライン申請受付後のバックヤード・デジタル化の推進について

申請内容ファイル（XML形式） 申請内容ファイル（CSV形式）



○ 「就労証明書」とは、「就労（働いていること）の事実」を証明する書類。企業で働いている方の就労証明書は、
企業（の人事担当者）が、作成する。市区町村に対し、認可保育所等の入所を申し込む際に、添付が必要となる。

○ 平成30年10月１日に、マイナポータル（ぴったりサービス）において、「就労証明書作成コーナー」を開設。
○ 「就労証明書作成コーナー」は、①就労証明書の様式が「かんたん入手」できる、②就労証明書を手書きでなく
キーボード入力で「らくらく作成」できる、③役所に赴くことなく「すすっと電子申請」できるというメリットが
ある。

BEFORE

保育所入所希望者

企業（人事担当者）

AFTER

②様式取得

④提出

保育所入所希望者

企業（人事担当者）

③手書き作成

市区町村

⑤提出

④押印・交付

①様式取得

市区町村

（１か所で入手）

（各市区町村ごとに入
手することが必要）

（役所に持参又は郵送）

マイナポータル
（ぴったりサービス）

メリット①
かんたん入手

メリット③
すすっと電子申請

メリット②
らくらく作成

②作成依頼 ①作成依頼

③キーボード
入力

④打出・押
印・交付

11

マイナポータルを活用した就労証明書の作成



公金決済サービスとは、マイナポータルのお知らせ機能及びワンストップサービスを活用することなどの
方法により、納付の通知から決済まで全てオンラインで完結することができるサービスです。

公金決済サービスの活用について

12

（URL生成ツールをダウンロードし、URLを生成)



納付情報

URL生成ツール

納付用URL

中間サーバー

自治体職員 住 民
マイナポータルお知らせ画面

公金決済お支払い方法
選択画面

公金決済金融機関
選択画面

モバイルレジ金融機関
選択画面

クレジットカード
公金支払画面

ネットバンキング決済画面

ネットバンキング決済画面

【イメージ】公金決済サービスの画面遷移（中間サーバ・お知らせを利用する場合）
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○ 番号法（附則６条３項）では、「年齢、身体的な条件その他の情報提供等記録
開示システム（注：マイナポータル）の利用を制約する要因にも配慮した上でそ
の活用を図るために必要な措置を講ずること」と規定しています。

○ この規定に鑑み、高齢者など、パソコン等の操作が難しい者や、パソコン等や
インターネット環境などが無い者など、いわゆる「情報弱者」の方でもマイナ
ポータルを利用できるよう、モバイルパソコン（カードリーダ、wi-fiルータ）を
国で調達し、全国の市区町村へ配置しました（通信料も国が負担しています。）。

○ ｢国民の誰もが、マイナポータルを利用できる環境の整備｣が目的です。

○ 平成30年11月に、市区町村等の意見や要望を踏まえ、抜本的な利用用途の拡大と運用方法の改善を実施すると
ともに、これらの内容のほか、端末を有効活用するための具体的取組方法を分かりやすく示したガイドライン
を策定・公表しました。

○ 市区町村等におかれては、ガイドラインを参照し、端末を有効活用して、⑴の目的を実現していただくよう
お願いいたします。

※ 平成30年5月、会計検査院より、「マイナポータル用端末が十分に活用されるよう取り組む必要がある」との
指摘もありました。

⑴ 端末導入の根拠・目的

○ 全国の市区町村等に最低２台を配置し、また、個別の市区町村等の実情に応じ、追加配置しています。
○ 国の調達台数は10,000台であり、そのうち約8,700台を市区町村等に配置しています（H31年4月末時点）。
○ 平成29年７月から配置し、平成34年３月までの配置が決定しています。

⑵ 端末の配置状況

⑶ 端末の有効活用について

○ 市区町村等において追加配置を希望する場合には、以下のとおりです。積極的な申請等をお願いいたします。
ア 市区町村：従前のとおり、マニュアルに沿って申請して下さい。
イ 都道府県：内閣府大臣官房番号制度担当室に個別にご相談下さい。

⑷ 端末の追加配置について

マイナポータル用端末の積極的な利用について
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○ 市区町村の要望を踏まえ、マイナポータル用端末の利用用途を大幅に拡大する。
○ これまでの利用用途（以下の①～④）に加え、新たに、以下の⑤～⑧の用途を可能とする。

《これまで可能としていた利用用途》

① マイナポータルの登録・利用
・ 利用者登録、自己情報閲覧、情報連携記録閲覧、お知らせ通知閲覧など
・ ぴったりサービス（子育てをはじめとする行政手続の検索・電子申請）の利用

② マイナポータルの利用手段であるマイナンバーカードの申請
③ マイナンバーカードを利用したマイキープラットフォームでの活用
・ 住民向けマイキーIDの設定、図書館等利用時のマイキーIDの確認、行政ポイントの付与等

④ マイナポータル関連サイト又は地方公共団体のホームページ等、関連サイトの閲覧

《平成30年11月以降に可能となる利用用途》

⑤ マイナンバーカードを利用した国の機関等に対する電子申請等
・ e-Taxを利用した確定申告をはじめとする国の機関等に対する電子申請等

⑥ マイナンバーカードを利用した本籍地市区町村に対するコンビニ交付サービス（戸籍証明書の交
付）の事前利用登録申請（住所地と本籍地の市区町村が異なる住民において必要となるもの）

⑦ マイナンバー制度の関連動画又は地方公共団体の作成動画の閲覧
・ マイナンバー制度の関連動画については、内閣府が作成・提供

⑧ 外国籍住民のための翻訳サイトの閲覧
・ 翻訳サイト（google翻訳（https://translate.google.co.jp/)及び、エキサイト翻訳
（https://www.excite.co.jp/）の閲覧を可能とする。

マイナポータル用端末の利用用途の拡大について
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平成30年11月5日発出
事務連絡より抜粋
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○ 市区町村の意見や要望を踏まえ、マイナポータル用端末の運用方法の改善等を実施する。
○ 市区町村の負担を軽減する等により、常設設置・一時貸出等を実現しやすいものとする。

① USBハブ、USBマウスの自由化
・ 内閣府に申請することなく端末に接続可能とする。

② ウェブカメラ、プリンターの原則可能化
・ 内閣府に申請することなく端末に接続可能とする。ただし、機種ごとの通信許可設定が内閣府に
おいて必要となるため、市区町村は許可済みリストを参照し、未許可の場合には申請を行うことと
する。内閣府は速やかに安全性を確認し、許可設定を行う。

・ 主な用途として、ウェブカメラはマイナンバーカード申請受付、プリンターはマイキープラット
フォームにおける地域経済応援ポイントと連携した利用が、想定される。

③ 端末の設定変更作業等における市区町村の負担軽減
・ 今後、市区町村において端末の設定変更作業等が必要となる場合には、内閣府において、一度の
操作で作業を実施できるツールを作成するなど、市区町村の負担軽減に努める。

④ 「マイナポータル用端末の利用に係るFAQ」の策定・公表
・ 市区町村からよく寄せられる端末の操作等に関する質問について、内閣府において分かりやすい

FAQを策定・公表する。
※ 端末の不具合発生頻度について：平成29年11月頃に、電源が入らない不具合が、平成30年２月頃に、
再起動やシャットダウンに時間がかかる不具合が、それぞれ発生しました。前者は平成30年１月に
ファームウェア更新により、後者は平成30年５月に修正プログラム適用により、それぞれ解消しており、
現在では、端末の不具合発生頻度は改善しております。

※ ソフトウェアのアップデート作業について：OSはワンクリックの承認で、セキュリティソフト
（Sophos）はネットワーク接続時に自動で、マイナポータルAPはマイナポータルトップの「ICカード
リーダライタを使ったログイン」を押し、管理者パスワードを入力して、アップデートを行います。

マイナポータル用端末の運用方法の改善等について
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国民

マイナポータルで提供する機能を、行政機関だけではなく企業や市民団体等の民間組織に対してもAPI群として
まとめて提供することで、自己情報や検索機能を活用した新たな行政サービス・民間サービスの開発を加速させる。
※ APIとは、アプリケーション・プログラミング・インターフェースの略。マイナポータルのAPI提供とは、外部のWEBサービスのシステムからマイナポータルに
アクセスしてその機能を活用できるように、必要な仕様等を作成し、一定の要件の下で公開するもの。

行政機関

セキュアな
ネットワーク
空間

マイナポータル

情
報
提
供
Ｎ
Ｗ
Ｓ

Ｌ
Ｇ
Ｗ
Ａ
Ｎ

API群

自己情報

お知らせ

提供等記録

サービス検索

公金決済

電子申請

自己
情報

お知らせ 提供等
記録

サービス
検索

電子
申請

・・・・・

国・機関等

地方公共
団体

自治体HPからの
オンライン申請

自治体アプリと連
動したタイムリーな
お知らせの受信

オープンデータの
活用

統計機能

Ａ
Ｐ
Ｉ
提
供

API連携

API連携

金
融
（
Ｆ
Ｉ
Ｎ
Ｔ
Ｅ
Ｃ
Ｈ
関
連
）

通
信
（
キ
ャ
リ
ア
・
Ｓ
Ｎ
Ｓ
関
連
）

健
康
・
医
療
・
医
薬

市
民
団
体
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
）

予防接種アプリや給付
金等への活用

保険やローン
の申込に活用

引越に係る住所変
更の手続に活用
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将来の生活設計
の検討に活用

年末調整を
オンライン提出

マイナポータルのAPI提供について



○ マイナポータルは、政府が運営するＷｅｂサービス。国民一人ひとりのポータルサイトとして、様々なサービスを提供。そ
の一つに、「行政機関等が保有する自己情報を確認できるサービス」がある。

〇 今般、国民が負担なく、自己情報の確認のみならず、提供まで行えるよう、機能を拡充し、「自己情報取得ＡＰＩ」として、
提供する予定。

○ 民間事業者や国・地方公共団体など、様々なＷｅｂサービス提供者は、このＡＰＩを活用しマイナポータルと連携すること
により、自らのＷｅｂサービス利用者の自己情報を、利用者に負担をかけることなく取得することが可能となる。
（都道府県及び市区町村においても自己情報取得ＡＰＩの利用が可能）

これまで APIをつかうと
マイナポータル

目的サイト

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

①マイナポータルにログイン
（カードで本人確認）

②自己情報を検索・確認・ダウン
ロード

③マイナポータルからログアウト

自己情報
(例：所得)

④目的サイトにログイン

⑤自己情報をアップロード

自己情報
(例：所得)

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

➊目的サイトにログイン

➋自己情報提供につき、同意
（カードで本人確認）

例：○○銀行
住宅ローン
申し込み

例：○○銀行
住宅ローン
申し込み

左の③④が不要
（利用者のログインが１回ですむ）
（ログイン先が自動で切り替わる）

利用者 利用者
目的サイト

左の②⑤が不要
（自己情報をダウンロード・
アップードする必要なし）

（システム間でやりとりする）

目的サイトのサービス向上・利用促進
に資する

マイナポータル

マイナポータル「自己情報取得API」の提供開始について
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現
状

Ａ
Ｐ
Ｉ
利
用

お子さんは○○の
予防接種は受けら
れていますか？

転居が多くて母子
手帳の記録が漏れ
ているかも・・・

後

日

市区町村等役所

再受診

マイナポータル
予
防
接
種
記
録

の
提
供

では役所で確認して
きて下さい

※ 取得できる予防接種記録は、予防接種法及び予防接種法施行令で定められ、かつ地方公共団体に記録されているものに限ります。
※※ 予防接種記録は予防接種法施行令で記録の保存期間を５年と定められており、５年を経過した情報は取得できません。

役所に行かないと分
からないなんて・・・

地方公共団体等
Webサービス

母子
保健
アプリ

転居が多くてもこれま
での市町村の情報も
連携してくれるのね

母子
保健
アプリ

手帳の管理だけだと
紛失の心配があった
けどこれならいいわね

Webサービスのアプリ等に
接種記録を保存

利用
（＋本人同意）

0123456789ABCDEF

氏名
番号

花子

平成元年 3月31日生

住所
○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年
3月31日まで有効

性別
女

□□市長

19

地方公共団体におけるＡＰＩの利用例：子どもの予防接種記録を母子健康アプリに連携

予防接種の記録について、マイナポータルを経由してオンラインで取得することで、スマホアプリ等
で記録管理が可能。地方自治体にて提供している母子保健アプリ等のサービスにおいて、APIを活
用することもできます。



２．マイナポータルのサービス拡大について
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○○県××市

○○県××市

○○県××市

選択した手続でお間違いがなければ、「申請
する」をタップして申請してください！
「詳細をみる」をタップすると、手続の情報を
ご確認いただけます。
※どちらもぴったりサービスのWebサイトに移
ります

LINEとぴったりサービスとの連携イメージ

①市区町村を選択 ②サービス・手続を選択 ③ぴったりサービスで確認・申請

マイナポータルのLINE公式アカウントとお友だち登録した後、子育てや介護に関する行政サービスを検索して、ぴったり
サービスでマイナンバーカードを用いて電子申請が行えます。 ※氏名等はぴったりサービスで入力するため、LINEには入力しません。

※実際の画面とは
一部、異なります。

LINEからぴったりサービスへ移動します！

✔ さらに、ぴったりサービスで電子申請ができる市区町村では、
ボタンから電子申請もできます！

✔ ぴったりサービスでサービス検索ができる市区町村では、
ボタンから手続の詳細が確認できます！

はじめに、現在地・郵便番号・
市区町村名から申請する市
区町村を探します！

次に、申請するサービス・手続
を探します！
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①サービスを検索 ③ぴったりサービスに移動し確認・電子申請

AIエージェントサービス「mydaiz」（※）の、①アプリをインストールし、②マイナポータルをメン
バー登録することで、③子育てをはじめとする行政サービスの検索が可能となります。
また、発話での検索や、利用者が任意で登録するお住まいの地域情報を利用し、市区町村の選択を省
略した、らくらく検索も可能です。
（※）株式会社ＮＴＴドコモが提供するスマートフォン用アプリケーション。ドコモユーザ以外も利用可能。

②手続を選択

22

mydaizとぴったりサービスとの連携イメージ



マイナポータルからもっとつながる

e-私書箱

○自治体や企業か
らのレターの受取

⇒普通のメールでは
受け取れない重要
な書類も受取可能
（※）

（※）予め、限定受取
郵便による確認で
きた方だけに、自
治体・企業から送
るため

MyPost

【民間送達サービスとのお知らせ連携】

○NRI人事給与
・就労証明/源泉徴
収票等を取得・照会
可能

（将来的に）
・証券会社の投資家
向け株式関連帳票
の受取
・生命保険会社の保
険料控除帳票の受
取 23

※ 平成31年１月より、「電波利用電子申請・届出システム」との認証連携も開始。

○オンラインでの口座開設に○ＧＭＯグローバル証券がサービス提
供中（公的個人認証サービス利用件数1124件（2016.11～2017.6））

○年金情報の確認
・自身の年金記録
・将来の年金見込額
・電子版「ねんきん定期
便」の閲覧

○確定申告書データ作成

⇒ 税務署に出向かず、
自宅等のパソコンから申
告書を送信可能

⇒ 添付書類の省略や自
動計算機能等の利用が
可能。早期の還付金受
領等のメリット

【認証連携（シングルサインオン）】（※）

e-Tax ねんきんネット



○ これまで縦割り・バラバラのシステムでの手続をマイナポータルを活用して、ワンストップ化を実現。
－2019年度中：設立後の手続をワンストップサービスを開始。

－2020年度中：定款認証・設立登記も含めてワンストップサービスを開始。

○ 同時に、設立後の手続で、何度も提出していた登記事項証明書の添付を廃止。

法人設立：マイナポータルを活用したワンストップサービス

今後目指すサービス

・必要な全手続が、１つのシステムで１回で完結。
・手続漏れもなくなる。

・同じ情報を何度も登録。
・システム毎に違う操作。
・手続全体像が分かりづらい。
・登記事項証明書を別送。

マイナポータルを通じ、必要情報を各手続が共有
法人共通認証基盤との連携(設立後手続)

マイナポータル

申請者
ワンスオンリー、コネクテッド・ワンストップ

公
証
人

法
務
局

税
務
署

都
道
府
県

市
町
村

税
事
務
所

労
基
署

ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク

年
金

事
務
所

健
康
保
険

組
合

これまでの手続
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法人設立：マイナポータルを活用したワンストップサービス



○企業が行う従業員のライフイベント（採用・退職等）に伴う社会保険・税手続について、マイナポータルを通じ、
複数手続をワンストップで受け付ける仕組みを構築する。

＜具体的な手続の流れ＞
①企業は、年金事務所、医療保険者、ハローワーク、税務署、地方公共団体の税務部局に対して提出される
申請等について、従業員の採用、退職等のライフイベントごとに、マイナポータルのAPIを利用して
複数手続を一括送信。複数手続の共通入力項目を一度の入力で実現できる整理（共通項目化）も実施。

②マイナポータルは、手続ごとにデータを生成し、各行政機関等に送信。

実現イメージ現状
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企業が行う従業員の社会保険・税手続オンライン・ワンストップ化（フェーズ１）



○企業が業務上保有するデータを、クラウド等において士業や取引先金融機関と共有を進めていく中、行政機関等
への提出についても、当該データを活用できるようにする仕組みを構築する。
＜具体的な手続の流れ＞
①企業がクラウド等を利用した提出を行う旨の申請等を行った上で、提出期限等の必要なタイミングで提出
データを記録。クラウド等は、当該記録と同時に提出がなされた旨の通知を行政機関等に送信。

②行政機関等は必要なタイミングで当該データを参照。
○対象手続については、各種行政手続や民間企業の業務実態を見渡した上で業務改革（BPR）を行いつつ、
企業に提出データの保管義務があり、国民の権利義務に直接影響のない申請等から順次開始する予定。

○また、行政機関等による処分通知等への活用も検討。

実現イメージ現状
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フェーズ２：企業保有情報の新しい提出方法に係るシステム構築計画
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